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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　処理装置の処理容器内に試験用被処理体を供給してシーズニングを行う際の上記シーズ
ニングの終了を検知する方法において、上記処理容器内に上記試験用被処理体を一枚ずつ
複数回に亘って供給してこれらの試験用被処理体それぞれに所定の処理を行った後、上記
処理容器を直ぐに再起動できる状態で放置して上記処理容器内を冷却し、冷却後に再度上
記処理容器内に上記試験用被処理体を一枚ずつ複数回に亘って供給してこれらの試験用被
処理体それぞれに所定の処理を行い、上記の各処理に用いられるそれぞれの試験用被処理
体から得られる複数の測定データを用いて多変量解析を行ない、上記シーズニングの終了
を予測する予測式を作成する工程と、上記予測式に基づいて上記シーズニングを行なう際
のシーズニングの終了を検知する工程とを有することを特徴とするシーズニング終了検知
方法。
【請求項２】
　上記多変量解析として主成分分析を用いることを特徴とする請求項１に記載のシーズニ
ング終了検知方法。
【請求項３】
　上記測定データとしてプラズマの発光スペクトルを用いることを特徴とする請求項１ま
たは請求項２に記載のシーズニング終了検知方法。
【請求項４】
　上記発光スペクトルの波長のうち、残差への寄与率の高い波長を用いることを特徴とす
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る請求項３に記載のシーズニング終了検知方法。
【請求項５】
　上記測定データとしてＶＩプローブで得られる高周波電圧を用いることを特徴とする請
求項１または請求項２に記載のシーズニング終了検知方法。
【請求項６】
　上記測定データとしてＶＩプローブで得られる高周波電流を用いることを特徴とする請
求項１または請求項２に記載のシーズニング終了検知方法。
【請求項７】
　上記測定データとしてＶＩプローブで得られる高周波電圧と高周波電流の位相差を用い
ることを特徴とする請求項１または請求項２に記載のシーズニング終了検知方法。
【請求項８】
　処理装置の処理容器内に試験用被処理体を供給してシーズニングを行う際の上記シーズ
ニングの終了を検知する工程を含むプラズマ処理方法において、上記工程は、上記処理容
器内に上記試験用被処理体を供給して得られる複数の測定データを用いて多変量解析を行
い、上記シーズニングの終了を予測する予測式を作成する工程と、上記予測式に基づいて
上記シーズニングを行う際のシーズニングの終了を検知する工程とを有し、上記予測式を
作成する工程では、上記処理容器内に上記試験用被処理体を一枚ずつ複数回に亘って供給
してこれらの試験用被処理体それぞれに所定の処理を行った後、上記処理容器を直ぐに再
起動できる状態で放置して上記処理容器内を冷却し、冷却後に再度上記処理容器内に上記
試験用被処理体を一枚ずつ複数回に亘って供給してこれらの試験用被処理体それぞれに所
定の処理を行い、上記の各処理に用いられるそれぞれの試験用被処理体から得られる複数
の測定データを用いて上記多変量解析を行うことを特徴とするプラズマ処理方法。
【請求項９】
　上記多変量解析として主成分分析を用いることを特徴とする請求項８に記載のプラズマ
処理方法。
【請求項１０】
　上記測定データとしてプラズマの発光スペクトルを用いることを特徴とする請求項８ま
たは請求項９に記載のプラズマ処理方法。
【請求項１１】
　上記発光スペクトルの波長のうち、残差への寄与率の高い波長を用いることを特徴とす
る請求項１０に記載のプラズマ処理方法。
【請求項１２】
　被処理体を収容する処理容器と、この処理容器内のプラズマの発光スペクトルを測定す
る検出器と、この検出器に接続されたこの検出器からの測定データが入力される制御装置
とを備え、上記制御装置は、上記処理容器内に試験用被処理体を供給してシーズニングを
行う際に、上記処理容器内に上記試験用被処理体を一枚ずつ複数回に亘って供給してこれ
らの試験用被処理体それぞれに所定の処理を行った後、上記処理容器を直ぐに再起動でき
る状態で放置して上記処理容器内を冷却し、再度上記処理容器内に上記試験用被処理体を
一枚ずつ複数回に亘って供給してこれらの試験用被処理体それぞれに所定の処理を行い、
上記検出器を用いて上記の各処理に用いられるそれぞれの試験用被処理体から得られる複
数の測定データを基に多変量解析プログラムを用いて多変量解析を行い、上記シーズニン
グの終了を予測する予測式を作成し、この予測式に基づいて上記シーズニングを行う際の
シーズニングの終了を検知することを特徴とするプラズマ処理装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
　本発明は、エッチング処理装置等の処理装置についてのシーズニング終了検知方法及び
このシーズニング終了検知方法を用いたプラズマ処理方法並びにプラズマ処理装置に関す
る。
【０００２】
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【従来の技術】
例えばエッチング処理装置等の処理装置は、気密構造の処理容器と、この処理容器内に配
設され且つ被処理体を保持する保持体とを備え、処理容器内でプラズマを発生させて被処
理体に対して所定の処理を施すように構成されている。そして、被処理体の処理を継続す
ると、処理容器内が副生成物等によって汚染されたり、内部部品が消耗したりする。その
ため、処理装置を一旦停止し、処理容器内のクリーニングや消耗品の交換等のメンテナン
スを行う。そして、メンテナンス終了後には処理装置を再起動する。
【０００３】
例えばエッチング処理装置の場合には、再起動する際に処理容器内に所定枚数のダミーウ
エハを供給してエッチングサイクルを繰り返し、処理容器内を生産時に要求される状態に
整える、いわゆるシーズニングを行う。シーズニング終了後にエッチングレートやウエハ
面内のエッチングの均一性等を調べる。シーズニングの際の複数枚のダミーウエハから得
られる測定データ、例えば終点検出器によって得られる発光スペクトルの測定データを用
いてデータ解析を行う。そして、この解析データの変化を観てシーズニングが終了したか
否かを判断している。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来の解析データではシーズニングの終了の判断基準となる変化がシーズ
ニングによる変化、つまり処理容器内の状態変化に基づく変化であるのか、各ダミーウエ
ハ間の温度の変化に基づく変化であるのかの見極めが難しく、ひいてはシーズニングが終
了しているか否かの判断が難しいという課題があった。
【０００５】
即ち、本発明者等は例えば測定データを多変量解析の一つである主成分分析を用いて後述
のようにしてデータ解析を行ったが、この解析結果では変化を示す大きなピークが二つ認
められ、シーズニングが終了しているのか否かの判断が難しい。そこで、この主成分分析
について説明する。この場合従来と同様の手法により測定データを採取する。例えば、初
日に１３０枚のダミーウエハを供給し、二日目には生産工程に入って３０枚のダミーウエ
ハを供給してエッチングを行った。初日の５１～６０枚目のダミーウエハ及び１２１～１
３０枚目のダミーウエハからそれぞれ得られる発光スペクトルの測定データを用いて主成
分分析を行い、図８の（ａ）、（ｂ）及び図９の（ａ）、（ｂ）に示す解析結果を得た。
この主成分分析では、発光スペクトルのうち、１９３ｎｍ～４１９ｎｍの短波長領域にあ
る２９７種類の波長を使用して一枚のダミーウエハについて１分間で３秒毎に各波長強度
を１８回測定し、これらの測定データに基づいて主成分分析を行った。そして、各測定時
の主成分得点及び残差をそれぞれ求め、HOTELLINGS　ＴSQUARE（主成分得点の二乗和）を
プロットしたものが各図の（ａ）であり、残差の二乗和（残差得点）をプロットしたもの
が各図の（ｂ）である。これらの解析結果からも明らかなように、いずれのグラフにも初
日のデータ及び二日目のデータ共に大きなピークが認められ、シーズニング終了の判断が
難しい。尚、各グラフの横軸は測定回数を示している。
【０００６】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたもので、シーズニングの終了を明確に判
断することができるシーズニング終了検知方法及びプラズマ処理方法並びにプラズマ処理
装置を提供することを目的としている。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明者等は、二つのピークが認められる原因について種々検討した結果、データ解析に
用いる測定データの採取方法に原因があることが判った。そこで、データを採取する際に
処理容器に特定の処置を施すことで、ダミーウエハ間の温度変化による影響を排除し、シ
ーズニングによる変化を確実に把握し、シーズニングの終了を確実に判断できるとの知見
を得た。
【０００８】
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　本発明は上記知見に基づいてなされたもので、本発明の請求項１に記載のシーズニング
終了検知方法は、処理装置の処理容器内に試験用被処理体を供給してシーズニングを行う
際の上記シーズニングの終了を検知する方法において、上記処理容器内に上記試験用被処
理体を一枚ずつ複数回に亘って供給してこれらの試験用被処理体それぞれに所定の処理を
行った後、上記処理容器を直ぐに再起動できる状態で放置して上記処理容器内を冷却し、
冷却後に再度上記処理容器内に上記試験用被処理体を一枚ずつ複数回に亘って供給してこ
れらの試験用被処理体それぞれに所定の処理を行い、上記の各処理に用いられるそれぞれ
の試験用被処理体から得られる複数の測定データを用いて多変量解析を行ない、上記シー
ズニングの終了を予測する予測式を作成する工程と、上記予測式に基づいて上記シーズニ
ングを行なう際のシーズニングの終了を検知する工程とを有することを特徴とするもので
ある。
【０００９】
また、本発明の請求項２に記載のシーズニング終了検知方法は、請求項１に記載の発明に
おいて、上記多変量解析として主成分分析を用いることを特徴とするものである。
【００１０】
また、本発明の請求項３に記載のシーズニング終了検知方法は、請求項１または請求項２
に記載の発明において、上記測定データとしてプラズマの発光スペクトルを用いることを
特徴とするものである。
【００１１】
また、本発明の請求項４に記載のシーズニング終了検知方法は、請求項３に記載の発明に
おいて、上記発光スペクトルの波長のうち、残差への寄与率の高い波長を用いることを特
徴とするものである。
【００１２】
また、本発明の請求項５に記載のシーズニング終了検知方法は、請求項１または請求項２
に記載の発明において、上記測定データとしてＶＩプローブで得られる高周波電圧を用い
ることを特徴とするものである。
【００１３】
また、本発明の請求項６に記載のシーズニング終了検知方法は、請求項１または請求項２
に記載の発明において、上記測定データとしてＶＩプローブで得られる高周波電流を用い
ることを特徴とするものである。
【００１４】
また、本発明の請求項７に記載のシーズニング終了検知方法は、請求項１または請求項２
に記載の発明において、上記測定データとしてＶＩプローブで得られる高周波電圧と高周
波電流の位相差を用いることを特徴とするものである。
【００１５】
　また、本発明の請求項８に記載のプラズマ処理方法は、処理装置の処理容器内に試験用
被処理体を供給してシーズニングを行う際の上記シーズニングの終了を検知する工程を含
むプラズマ処理方法において、上記工程は、上記処理容器内に上記試験用被処理体を供給
して得られる複数の測定データを用いて多変量解析を行い、上記シーズニングの終了を予
測する予測式を作成する工程と、上記予測式に基づいて上記シーズニングを行う際のシー
ズニングの終了を検知する工程とを有し、上記予測式を作成する工程では、上記処理容器
内に上記試験用被処理体を一枚ずつ複数回に亘って供給してこれらの試験用被処理体それ
ぞれに所定の処理を行った後、上記処理容器を直ぐに再起動できる状態で放置して上記処
理容器内を冷却し、冷却後に再度上記処理容器内に上記試験用被処理体を一枚ずつ複数回
に亘って供給してこれらの試験用被処理体それぞれに所定の処理を行い、上記の各処理に
用いられるそれぞれの試験用被処理体から得られる複数の測定データを用いて上記多変量
解析を行うことを特徴とするものである。
　また、本発明の請求項９に記載のプラズマ処理方法は、請求項８に記載の発明において
、上記多変量解析として主成分分析を用いることを特徴とするものである。
　また、本発明の請求項１０に記載のプラズマ処理方法は、請求項８または請求項９に記
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載の発明において、上記測定データとしてプラズマの発光スペクトルを用いることを特徴
とするものである。
　また、本発明の請求項１１に記載のプラズマ処理方法は、請求項１０に記載の発明にお
いて、上記発光スペクトルの波長のうち、残差への寄与率の高い波長を用いることを特徴
とするものである。
　また、本発明の請求項１２に記載のプラズマ処理装置は、被処理体を収容する処理容器
と、この処理容器内のプラズマの発光スペクトルを測定する検出器と、この検出器に接続
されたこの検出器からの測定データが入力される制御装置とを備え、上記制御装置は、上
記処理容器内に試験用被処理体を供給してシーズニングを行う際に、上記処理容器内に上
記試験用被処理体を一枚ずつ複数回に亘って供給してこれらの試験用被処理体それぞれに
所定の処理を行った後、上記処理容器を直ぐに再起動できる状態で放置して上記処理容器
内を冷却し、再度上記処理容器内に上記試験用被処理体を一枚ずつ複数回に亘って供給し
てこれらの試験用被処理体それぞれに所定の処理を行い、上記検出器を用いて上記の各処
理に用いられるそれぞれの試験用被処理体から得られる複数の測定データを基に多変量解
析プログラムを用いて多変量解析を行い、上記シーズニングの終了を予測する予測式を作
成し、この予測式に基づいて上記シーズニングを行う際のシーズニングの終了を検知する
ことを特徴とするものである。
【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、図１～図７に示す実施形態に基づいて本発明を説明する。
本実施形態のプラズマ装置１は、例えば図１に示すように、所望の高真空度を保持するこ
とができる、表面がアルマイト加工され且つ電気的に接地された処理容器２と、この処理
容器２内の底面中央に配設され且つ被処理体（例えば、ウエハ）Ｗを載置する下部電極３
と、この下部電極３を下方から支持し且つ処理容器２の底面に絶縁部材２Ａを介して配設
された支持体４と、下部電極３と隙間を介して配設され且つ中空状に形成された上部電極
５とを備えている。下部電極３には例えば２ＭＨｚの高周波電源６が整合器６Ａを介して
接続され、上部電極５には下部電極３よりも周波数の高い、例えば６０ＭＨｚの高周波電
源７が整合器７Ａを介して接続されている。下部電極３にはハイパスフィルタ８が接続さ
れ、上部電極５にはローパスフィルタ９が接続されている。また、処理容器２の底面の排
気口２Ｂには排気装置１１がガス排気管１１Ａを介して接続され、この排気装置１１は処
理容器２内を真空排気して所望の真空度を維持する。尚、以下では、必要に応じて下部電
極３と支持体４を纏めて載置台１０と称して説明する。
【００１７】
上部電極５の上面中央にはガス導入管５Ａが形成され、このガス導入管５Ａは絶縁部材２
Ｃを介して処理容器２の上面中央を貫通している。そして、このガス導入管５Ａには処理
ガス供給源１２がガス供給管１３を介して接続され、この処理ガス供給源１２からエッチ
ングガスを供給する。即ち、処理ガス供給源１２は、Ｃ５Ｆ８ガス供給源１２Ａ、Ｏ２ガ
ス供給源１２Ｂ及びＡｒガス供給源１２Ｃを有し、これらの各ガス供給源１２Ａ、１２Ｂ
、１２Ｃがそれぞれガス供給管１３の分岐管１３Ａ、１３Ｂ、１３Ｃに接続されている。
各分岐管１３Ａ、１３Ｂ、１３ＣにはＣ５Ｆ８ガス供給源１２Ａ、Ｏ２ガス供給源１２Ｂ
及びＡｒガス供給源１２Ｃに対応する流量制御装置１２Ｄ、１２Ｅ、１２Ｆ及びバルブ１
２Ｇ、１２Ｈ、１２Ｉが上流側から下流側に向けて順次設けられ、これらの流量制御装置
１２Ｄ、１２Ｅ、１２Ｆ及びバルブ１２Ｇ、１２Ｈ、１２Ｉを介して処理容器２内へ供給
するエッチングガスを所定流量に制御する。
【００１８】
上部電極５の下面には多数の孔５Ｂが均等に分散されて形成され、各孔５Ｂから処理容器
２内へ処理ガスを均等に分散供給する。従って、排気装置１１によって処理容器２内を真
空引きすると共に処理ガス供給源１２から所定のエッチングガスを所定の流量で供給した
状態で、下部電極３及び上部電極５にそれぞれの高周波電力を印加し、処理容器２内でエ
ッチングガスのプラズマを発生させ、下部電極３上のウエハＷに対して所定のエッチング
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を施す。この下部電極３には温度センサ（図示せず）が装着され、温度センサを介して下
部電極３上のウエハＷの温度を常時監視している。
【００１９】
載置台１０内には所定の冷媒（例えば、従来公知のフッ素系流体、水等）が通る冷媒流路
１０Ａが形成され、冷媒が冷媒流路１０Ａを流れる間に下部電極３が冷却され、下部電極
３を介してウエハＷを冷却し、ウエハＷを所望の温度に制御する。また、下部極３上には
絶縁材材料からなる静電チャック１４が配置され、静電チャック１４内の電極板１４Ａに
は高圧直流電源１５に接続されている。静電チャック１４は高圧直流電源１５から電極板
１４Ａに印加された高電圧によって表面に発生する静電気によってウエハＷを静電吸着す
る。下部電極３の外周縁には静電チャック１４を囲むフォーカスリング１６が配置され、
フォーカスリング１６を介してプラズマがウエハＷに集束する。
【００２０】
載置台１０にはＨｅガス等の熱伝導性ガスをバックサイドガスとして供給するガス流路１
０Ｂが形成され、ガス流路１０Ｂは載置台１０の上面の複数箇所で開口している。これら
の開口部は載置台１０上の静電チャック１４に形成された貫通孔と一致している。従って
、載置台１０のガス流路１０Ｂにバックサイドガスを供給すると、バックサイドガスはガ
ス流路１０Ｂを経由して静電チャック１３の貫通孔から流出し、静電チャック１４とウエ
ハＷ間の隙間全体に均等に拡散し、隙間での熱伝導性を高めている。尚、図１において、
１７は処理容器２に形成されたウエハＷの搬出入口を開閉するゲートバルブである。
【００２１】
プラズマ処理装置１には例えば終点検出器１８が取り付けられ、この終点検出器１８を用
いて処理容器２内のプラズマの発光スペクトルを測定し、この測定値を制御装置１９内に
取り込むようにしている。この制御装置１９には多変量解析プログラムとして例えば主成
分分析用のプログラムが格納され、このプログラムを介して主成分分析を行うようにして
いる。この主成分分析用のプログラムは処理容器２をシーズニングする際に、シーズニン
グ用のデータを解析するために用いられる。データ解析用のデータとしては終点検出器１
８の発光スペクトルの測定データを用いる。測定データとしては例えば１９３ｎｍ～９５
０ｎｍの範囲にある１０２４種類の波長を使用する。
【００２２】
そこで、本実施形態のシーズニングデータ解析方法、いわゆるシーズニング終了を予測す
る予測式の作成に用いられる測定データの採取について説明する。即ち、処理容器２内の
クリーニングやフォーカスリング（図示せず）等の消耗品を交換した後、処理容器２の安
定化を図るために以下の手順でシーズニングを行う。まず、初日にプラズマ処理装置１を
起動した後、処理容器２内へダミーウエハ（ベアシリコン）Ｗを供給した後、ガス供給管
１６から処理容器２内へエッチングガスを供給して所定の真空度を保持した状態で高周波
電源６、７から例えば６０ＭＨｚ及び２ＭＨｚの高周波電力を印加してエッチングを行う
。この処理を例えば１３０枚のダミーウエハＷについて繰り返し行う。１３０枚のダミー
ウエハＷの処理で一日目の処理を終了する。
【００２３】
その後、エッチング処理を一旦停止し、電源の入ったまま、即ち、直ぐに再起動できる状
態で処理容器２を数時間以上放置し、エッチング処理によって高温になった処理容器２自
体及び下部電極１２等の内部の部品を設定温度まで冷却する。
【００２４】
次いで、二日目に再度、生産工程の条件で例えば３０枚のダミーウエハＷを一枚ずつ処理
容器２内へ供給し、各ダミーウエハＷについてエッチングサイクルを繰り返す。エッチン
グサイクルの開始時点では処理容器２内は冷却されているため、一枚目のダミーウエハＷ
から３０枚目までエッチングを行う間に処理容器２自体及び処理容器２内の下部電極１２
、フォーカスリング等の部品の温度が徐々に昇温する。本実施形態では３０枚のうち、最
初から２０枚目までの温度変化がある時点でのダミーウエハＷについて発光スペクトルを
約１分間で１８回測定し、上述した２９７種類の波長の発光強度を主成分分析の測定デー



(7) JP 4173311 B2 2008.10.29

10

20

30

40

タとして用いる。従って、これらの測定データには処理容器２内の温度変化が反映されて
いる。
【００２５】
而して、上記測定データを用いて主成分分析を行う。例えば、２０枚のダミーウエハにつ
いてｍ回（本実施形態では１８×２０＝３６０回）の測定を行い、各測定毎にｎ個（本実
施形態では２９７個の波長の発光強度）の測定データが存在すると、測定データが入った
行列は数１で表される。この行列の行は一回の測定で得られる測定波長の測定データがそ
の成分となり、その列は各波長の時間によって変化する測定データがその成分になってい
る。そして、制御装置１９においてそれぞれの測定データに基づいて平均値、分散値、標
準偏差を求めた後、平均値と標準偏差値で規格化する。これらの規格化された値に基づい
た相関行列を用いて複数の測定データの主成分分析を行って固有値及びその固有ベクトル
を求める。固有値は各測定データの分散の大きさを表し、固有値の大きさ順に、第１主成
分、第２主成分、・・・第ｎ主成分として定義されている。また、各固有値にはそれぞれ
に属する固有ベクトル（重み）がある。通常、主成分の次数が高いほどデータの評価に対
する寄与率が低くなり、その利用価値が薄れる。
【数１】

【００２６】
本実施形態では２０枚のダミーウエハに対してｍ回の測定を行い、各測定毎にそれぞれｎ
個の測定データを取り、ｉ番目の測定のｊ番目の固有値に対応する第ｊ主成分は数２で表
される。そして、この第ｊ主成分ｔｉｊに具体的なｉ番目の測定によって得られる測定デ
ータ（ｘｉ１、ｘｉ２、・・・、ｘｉｎ）を代入して得られた値がｉ番目の測定に対する
第ｊ主成分の得点になる。従って、第ｊ主成分の得点ｔｊは数３で定義され、第ｊ主成分
の固有ベクトルＰｊは数４で定義される。そして、第ｊ主成分の得点ｔｊを行列Ｘと固有
ベクトルＰｊを用いると数５で表される。また、行列Ｘを主成分の得点とそれぞれの固有
ベクトルを用いると数６で表される。
【数２】

【数３】

【数４】
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【数５】

【数６】

但し、Ｐｎ
ＴはＰｎの転置行列である。

【００２７】
従って、主成分分析では多種類の測定データがあっても例えば第１主成分及び第２主成分
、多くても第３主成分までの少数の統計データとして纏め、少数の統計データを調べるだ
けでシーズニングの状況を把握し、シーズニングの終了を判断することができる。例えば
一般的に第１、第２主成分の固有値の累積寄与率が９０％を超えれば、第１、第２主成分
に基づいた評価は信頼性の高いものになる。第１主成分は上述のように測定データが最も
大きく分散する方向を示し、処理容器２のシーズニングの経時的変化の把握、シーズニン
グ終了の判断に適している。第１、第２主成分で把握しきれない変化は残差得点よって把
握することができる。本実施形態では第１主成分を求める。
【００２８】
そこで、本実施形態では下記条件でダミーウエハＷにエッチングを施し、この時の測定デ
ータの主成分分析により、固有値は測定データの相関行列を用いて求めることができ、最
も大きな固有値が第１主成分得点の分散になる。第１主成分の固有ベクトルは固有値及び
相関行列を用いて求めることができる。そして、各測定データの主成分得点を算出し、そ
れぞれの主成分得点の二乗和（HOTELLINGSＴSQUARE）をプロットしたものが図２の（ａ）
に示すグラフである。このグラフからも明らかなように初日の測定データにだけ大きなピ
ークが認められ、二日目の測定データには大きなピークは認められず、シーズニングの終
了を確実に判断することができる。また、各測定データの残差の二乗和をプロットしたも
のが図２の（ｂ）に示すグラフである。この図においても初日の測定データにのみ大きな
ピークが認められ、シーズニングの終了を確実に判断することができる。尚、各グラフの
横軸は測定回数を示している。本実施形態では一枚のダミーウエハＷについて１８回の測
定を行っており、しかも二日間で１６０枚のダミーウエハＷを処理したことになるから、
１８×１６０＝２８８０まで目盛りがある。
【００２９】
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【００３０】
　以上説明したように本実施形態によれば、シーズニングの終了を予測する予測式を作成
する際に、ダミーウエハＷを用いて生産工程に入った段階の途中でプラズマ処理装置１を
一旦停止した後、直ぐに再起動できる状態で処理容器２を数時間放置して処理容器２自体
及びその内部の下部電極１２等の部品を冷却した後、再度生産工程に入って２０枚のダミ
ーウエハＷを処理する間にシーズニング終了を判断するための測定データを採取している
ため、処理容器２自体及び下部電極３等の部品の温度変化が反映された測定データを得る
ことができ、その解析結果から温度変化に基づくピークを排除することができ、更にこの
解析結果をシーズニング時に用いることにより、シーズニングの終了を確実に検知し、判
断することができる。従って、シーズニングを確実に検知した後、プラズマ処理を行なう
ことによってウエハに対して安定したエッチング処理を施すことができる。
【００３１】
図３は本発明の他の実施形態のデータ解析方法を示す図である。本実施形態では、上記実
施形態とは異なり、各ダミーウエハＷについて得られた１８個の測定データ（２９７種類
の波長）の平均値を求めた後、これらの平均値を用いて主成分分析を行って固有値及び固
有ベクトルを求めた。そして、各ダミーウエハＷの主成分得点の二乗和及び残差の二乗和
をプロットしたものが図３の（ａ）及び（ｂ）に示すグラフである。図３の（ａ）、（ｂ
）から明らかなように図２に示す上記実施形態のグラフと同様にシーズニングの終了を判
断することができる。尚、横軸の数値はダミーウエハの枚数を示す。
【００３２】
また、図４、図５は本発明の更に他の実施形態のデータ解析方法を示す図である。本実施
形態では図４に示すように測定データの残差への寄与の大きな波長（例えば、図４の○で
囲んだ波長）を例えば１０種類を選択し、これら１０種類の波長について、上記実施形態
と同様にダミーウエハＷ毎に平均値を求めた後、これらの平均値を用いて主成分分析を行
って固有値及び固有ベクトルを求めた。そして、各ダミーウエハＷの第１主成分得点及び
残差得点をプロットしたものが図５の（ａ）及び（ｂ）に示すグラフである。図５の（ａ
）、（ｂ）から明らかなように、図２に示す実施形態と比較してグラフのギザギザが減少
して滑らかな曲線になり、シーズニングの終了をより簡単に判断することができる。
【００３３】
また、図６は本発明の更に他の実施形態のデータ解析方法を示す図である。本実施形態で
は図５に示す実施形態と同様に残差への寄与率の高い１０種類の波長を選択している。そ
して、図５に示す実施形態ではダミーウエハＷについて各波長の測定データの時間平均値
を採用しているが、本実施形態では測定データそのものを使用する点で図２に示す場合と
同様である。しかしながら、図２の場合には行列の行は一回の測定で得られる測定波長の



(10) JP 4173311 B2 2008.10.29

10

20

30

40

50

測定データがその成分となり、その列は各波長の時間によって変化する測定データがその
成分になっているが、本実施形態では各ダミーウエハＷと各波長毎に行と列を転置してい
る。一つの行は１０波長につき１６回測定しているため、１０×１６＝１６０の成分を持
つ。一つの列はウエハ２０枚を訓練集合に入れたため、２０の成分を持つ主成分分析の訓
練集合は２０行、１６０列の行列である。この行列に基づいて上記各実施形態と同様に主
成分分析を行い、主成分得点の二乗和及び残差の二乗和をプロットしたものが図６の（ａ
）及び（ｂ）に示すグラフである。図６の（ａ）、（ｂ）から明らかなように、図５に示
すグラフと比較してギザギザが減少してより一層滑らかな曲線になり、シーズニングの終
了をより簡単に判断することができる。
【００３４】
また、図７に示すプラズマ処理装置２０についても上記プラズマ処理装置１と同様に本発
明を適用することができ、上記プラズマ処理装置１と同様の作用効果を期することができ
る。このプラズマ処理装置２０は、図７に示すように、アルミニウム等の導電性材料から
なる処理容器２１と、この処理容器２１内の底面に配設され且つウエハＷを載置する載置
台を兼ねた下部電極２２と、この下部電極２２の上方に所定の間隔を隔てて配設され且つ
エッチングガスの供給部を兼ねた中空状の接地された上部電極２３と、回転磁場を付与す
る磁場形成手段２４とを備え、制御装置２５の制御下で処理容器２１の上下両電極間で発
生する電界に磁場形成手段２４による回転磁界Ｂが作用し、高密度プラズマでウエハＷに
対して均一なプラズマ処理を行う。
【００３５】
処理容器２１の上面には上部電極２３に連通させたガス供給管２６が接続され、ガス供給
管２６及び上部電極２３を介してガス供給源（図示せず）から処理容器２１内へエッチン
グガスを供給する。処理容器２１の側面には図示しない真空排気装置に連結されたガス排
出管２７が接続され、真空排気装置及びガス排出管２７を介して処理容器２１内を減圧し
て所定の真空度に保持する。下部電極２２には高周波電源２８が接続され、高周波電源２
８から下部電極２２へ高周波電力を印加し両電極２２、２３間でエッチングガスのプラズ
マを発生させ、下部電極２２上の半導体ウエハＷ表面に例えば所定のエッチング処理を施
す。
【００３６】
プラズマ処理装置２０には例えば終点検出器２９が取り付けられ、この終点検出器２９を
用いて処理容器２１内のプラズマの発光スペクトルを測定し、この測定値を制御装置２５
内に取り込むようにしている。この制御装置２５には多変量解析プログラムとして例えば
主成分分析用のプログラムが格納され、このプログラムを介して主成分分析を行うように
している。この主成分分析用のプログラムは処理容器２１をシーズニングする際に、シー
ズニング用のデータを解析するために用いられる。データ解析用のデータとしては終点検
出器２９の発光スペクトルの測定データを用いる。測定データとしては例えば１９３ｎｍ
～９５０ｎｍの範囲にある１０２４種類の波長を使用する。
【００３７】
尚、上記各実施形態では、シーズニングの終了を判断するデータの解析手法として主成分
分析を例に挙げて説明したが、その他の多変量解析を用いても良い。また、上記各実施形
態ではプラズマの発光スペクトルを用いた場合について説明したが、その他の測定データ
、例えばプラズマ処理装置内に設けられたＶＩプローブによって検出される高周波電圧、
高周波電流、高周波電圧と高周波電流の位相差等の処理容器内の温度変化の影響を受け易
い測定データを用いることができる。また、上記各実施形態ではエッチング処理装置を例
に挙げて説明したが、その他のプラズマ処理装置にも本発明を適用することができる。
【００３８】
【発明の効果】
　本発明の請求項１～請求項７に記載の発明によれば、試験用被処理体を用いて処理装置
のシーズニングの終了を予測する予測式を作成する際に、シーズニングの途中でシーズニ
ングを中断し、直ぐに再起動できる状態のまま処理容器を放置して冷却した後、再度シー
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ズニングを行い、それぞれのシーズニングによって得られた測定データを用いて予測式を
作成するため、試験用被処理体の温度変動の影響を排除してシーズニングの終了を確実に
判断することができるシーズニング終了検知方法を提供することができる。
【００３９】
　また、本発明の請求項８～請求項１２に記載の発明によれば、プラズマ処理に先立って
、試験用被処理体を用いて処理装置のシーズニングの終了を予測する予測式を作成する際
に、シーズニングの途中でシーズニングを中断し、直ぐに再起動できる状態のまま処理容
器を放置して冷却した後、再度シーズニングを行い、それぞれのシーズニングによって得
られた測定データを用いて予測式を作成するため、試験用被処理体の温度変動の影響を排
除してシーズニングの終了を確実に検知した後、プラズマ処理を行なうことによって被処
理体に対して安定したプラズマ処理を施すことができるプラズマ処理方法及びプラズマ処
理装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明のシーズニングデータの解析方法及びシーズニング終了検知方法を適用す
るプラズマ処理装置の一例を示す構成図である。
【図２】本発明の一実施形態によって得られた図１に示すプラズマ処理装置に関する測定
データの解析結果を示す図で、（ａ）は測定データの主成分得点の二乗和の変動を示すグ
ラフ、（ｂ）は測定データの残差得点の変動を示すグラフである。
【図３】（ａ）、（ｂ）は本発明の他の実施形態によって得られた解析結果を示す図で、
図２の（ａ）、（ｂ）に相当するグラフである。
【図４】本発明の更に他の実施形態で用いられる発光スペクトルの測定データの残差への
寄与率を示すグラフである。
【図５】図４に示す波長の平均値を用いて得られた解析結果を示す図で、図２の（ａ）、
（ｂ）に相当するグラフである。
【図６】図４に示す波長を用いて得られた解析結果を示す図で、図２の（ａ）、（ｂ）に
相当するグラフである。
【図７】本発明のシーズニングデータの解析方法及びシーズニング終了検知方法を適用す
るプラズマ処理装置の他の一例を示す構成図である。
【図８】従来の解析手法で得られた解析結果を示す図で、シーズニング初日の５１～６０
枚目のダミーウエハを用いた時の図２の（ａ）、（ｂ）に相当するグラフである。
【図９】従来の解析手法で得られた他の解析結果を示す図で、シーズニング初日の１２１
～１３０枚目のダミーウエハを用いた時の図２の（ａ）、（ｂ）に相当するグラフである
。
【符号の説明】
１０ プラズマ処理装置（処理装置）
１１ 処理容器
１２ 下部電極
Ｗ ダミーウエハ（試験用被処理体）
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